
2023 年 4 月号 -vol.52

省エネ基準適合義務化に向けた省エネ基準適合義務化に向けた
諸制度が段階的にスタート諸制度が段階的にスタート

　2年後に迫った省エネ基準適合義務化。ですが、「お

施主様のご都合などから、自社の手掛ける新築の住ま

いが100%省エネ基準をクリアしているわけではない」と

いう方もいることでしょう。もちろん、令和7年4月以

前であればこうした建築物を新築することは適法の範

囲でした。そのため、「まだ2年も猶予があるから、同

基準に完全適合するのはもう少し後でもいいや」と安

易に考える方がいるかもしれません。しかし、その考

え方は危険といえます。というのも、令和7年4月を前に、

同基準の適合義務化を求める施策が存在するためです。

　例えば本年4月以降は長期固定金利住宅ローンの【フ

ラット 35】を申請する際、省エネ基準に適合した住宅

であることが融資を受ける際の要件として求められる

ようになります。つまり4月以降、お施主様が省エネ基

準に満たない住まいを新築された場合、【フラット 35】

は利用不可能となるのです。

　ただでさえ昨年末には日銀の黒田東彦総裁が長期金

利操作の許容変動幅を従来のプラスマイナス 0.25%か

ら同0.5%に引き上げを表明するなど、何かと金利に高

い関心が集まっている昨今。5年毎に返済額が見直され

る変動金利の住宅ローンを敬遠されるお施主様も当然

いることと思います。このような背景のもと、「省エネ

基準を満たさない住宅の新築を検討するお施主様」が、

金利の変動が生じない【フラット 35】の利用を想定し

て工務店を訪れる可能性は十分に考えられます。こう

した場合、対応する人間が制度変更をしっかり把握し

ておかないと、お施主様と無用のトラブルに発展して

しまう可能性もあるため、今一度確認をしておきましょ

う。

　なお、多岐にわたる【フラット35】のプランですが、

あくまで今回の措置は新築住宅のみを対象としたもの

です。【フラット35】リノベなど、既存住宅を対象に融

資を行う商品は省エネ基準適合義務化が求められるわ

けではありません。逆説的な言い方をすれば、4月以降

【フラット35】を利用して新築する住まいは全て「省エ

ネ基準適合義務化」をクリアした住宅となります。「我

が社は【フラット35】の利用が可能」だと打ち出せれば、

それはすなわち令和7年の義務化を2年間前倒しで達成

できている証拠ともなります。このように同制度の利

用を掲げることで、自社品質の保証に繋げていく方策

も併せて考えておきたいところです。

住宅ローン減税も要件化住宅ローン減税も要件化

　住宅ローン減税にも省エネ基準の適合が要件化され

ます。令和5年現在、住宅ローン減税は省エネ基準に満

たない住まいの場合、3000万円が限度額です。その上

で年末のローン残高の0.7%を所得税から最大13年間控

除することが可能となっています。

　ところが令和6年以降に建築確認を受ける新築住宅で

省エネ基準を満たさない場合、住宅ローン減税の限度

額は0円に変更。結果的に省エネ基準を満たさない住宅

では、年末のローン残高の0.7%控除が受けられなくなっ

てしまうのです。

　「人生で一番高い買い物」とも言われる住まいの購入
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地域型住宅グリーン化事業 補助上限額など変更地域型住宅グリーン化事業 補助上限額など変更

にあたり、「住宅ローン減税を利用せず、控除も一切必

要ない」というお施主様は、そう多くはいないでしょう。

こうした理由から来年以降、省エネ基準に満たない住

宅の新築は非常に困難になることが予測されます。こ

の他、建築確認に至るまで数カ月単位でお施主様との

打ち合わせなど様々なやり取りが行われるのが一般的

です。さらに建築確認申請を行なっても、許可が下り

るまではある程度の時間を要するもの。このようなス

ケジュール感を考慮すると新築住宅の場合、実質的に

本年後半ごろには省エネ基準以上の性能でなければ建

築ができなくなってしまうことが見込まれます。

仕様基準で省エネ適否を仕様基準で省エネ適否を

　ここまで見てきたように省エネ基準適合義務化に向

け、実質的に残された時間はあまりないというのが現

状です。それでも中には「新築を手掛けているが、省

エネ基準の設計・施工について適合しているか確認を

したことがなく、やり方もわからない」という工務店

もいるでしょう。ですが、そうした工務店であったと

しても、あきらめるのはまだ早いです。

　改めて省エネ基準の適否を判定する方法は大別する

と2つあります。1つ目は壁や天井、床、窓、設備であ

らかじめ決まった仕様から使う製品を選択する「仕様

基準」。もう一つが、住まい全体の省エネ性能を計算す

ることで使用を決める「性能基準」です。この性能基

準の中でもさらに「標準計算ルート」、「簡易計算ルー

　令和5年度予算に引き続き「地域型住宅グリーン化事

業」が盛り込まれます。地域の木造住宅の生産体制を

強化することで、環境負荷の低減を図る狙いです。本

年度で変更された箇所としては補助額が挙げられます。

ト」、「モデル住宅法」の3つが設定されています。

　作業量は「仕様基準」が最も少なく、以下「モデル

住宅法」、「簡易計算ルート」、「標準計算ルート」の順

で増えていきますが、設計の自由度も同様に増してい

きます。当然、可能であれば標準計算ルートを用いて

お施主様の住まいの性能を詳細に把握するのが理想的

といえるでしょう。

　とはいえ、手間のかかる標準計算ルートを今から慌

てて習得しなくても、仕様基準に従って部材などを選

択すれば、省エネ基準の適合確認は十分可能です。現

時点で省エネ計算を行ったことがないという工務店が

仮にいたとしたら、まずは仕様基準から取り組んでみ

るのがお勧めです。また、省エネ計算を代行してくれ

る事業者もあるので、こうした外注先の利用も併せて

考えたいところです。ただ、仮に令和7年の省エネ基準

適合義務化は問題なくクリアできたとしても、安心す

るのはまだ早いです。遅くとも令和12年度には省エネ

基準がZEH基準（「断熱等性能等級5以上」、かつ「一次エ

ネルギー消費量等級6」）に引き上げられることが決まっ

ています。一歩進んだ住まいづくりを行なうため、工

務店は省エネ基準で満足するのではなく、令和12年以

降も見通した住まいづくりに向けて準備を行うことが

重要だといえるでしょう。

　国土交通省が省エネ基準

の適合義務化に向けた広報

漫画を作りました。全国の

住宅展示場で配布したり、

営業の際にお客様に手渡し

たりして活用できます。適

合義務化の他、ＺＥＨによ

る光熱費負担の軽減や補助

金制度、住宅ローン減税な

どにも触れています。

＝ Topic ＝＝ Topic ＝
国土交通省 国土交通省 省エネ義務化の広報漫画を作成省エネ義務化の広報漫画を作成
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前年度予算では認定低炭素住宅とZEH Orientedに対して

1戸あたり90万円を限度として補助しましたが、これが

125万円に増額されています。また、地域材については

柱や梁、桁など構造上主要な部分に対して、従来は「過
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給湯省エネ事業  交付申請の手引を公開給湯省エネ事業  交付申請の手引を公開

　一部報道によると、住宅展示場の来場者組数が7カ

月連続で減少しているそうです。メディアによっては

「情報収集の手段がインターネットにシフトした」とい

う見方がありますが、住まいの良し悪しは五感で感じ

るもの。情報を得るためのインターネットが住宅展示

場の代替にはなりづらい事情があります。このような

住宅展示場の来場者数減に伴って、建材や住設を扱う

ショールームの来場者数も下がっているようです。

最新設備の導入で快適な暮らしを最新設備の導入で快適な暮らしを
ショールームの役割は情報発信もショールームの役割は情報発信も

　キッチンやトイレ、バスを販売する大手住宅設備メー

カーの担当者は「ショールームの来場者数は減ってい

るが、成約率は上がっている」と話します。来場時に

はすでに設備の購入を決めている方が多いとのことで

す。販売の効率は上がっているようですが、ショールー

ムの目的は設備機器を売ることだけではありません。

新たな住宅設備の導入が、快適で健康的な暮らしを支

える――。そんな情報を発信する場でもあります。例

　経済産業省が所管する給湯省エネ事業の専用ウェブ

サイトで、新たに「交付申請の手引」が公表されました。

給湯器が消費するエネルギー量は日本が家庭で消費す

るエネルギー量のうち大きな割合を占めています。エ

ネルギー効率に優れた給湯器への買い替えを促進する

ことで我が国全体のエネルギー消費量低減につなげる

――。同事業にはそんな狙いがあります。

　補助の対象としてはヒートポンプ給湯器（1台あたり

えばキッチンであればIHクッキングヒ―ターに馴染み

のないユーザーに対して体験会を開いたり、昨今話題

の「腸活」を料理づくりに紐づけて調理教室を開催す

るなどの取り組みが挙げられます。情報発信の機会が

少なくなっていることからショールームの来場者数減

少はやはり、打破していくべき事態といえるでしょう。

今後、業界全体で協力しながら解決への取り組みを進

めたいところです。

プロモーション戦略は“差別化”プロモーション戦略は“差別化”
イベント開催は困りごとの解決が焦点イベント開催は困りごとの解決が焦点

　解決の一助としては工務店によるイベント開催など

が挙げられます。東京都の構造設計会社でプロモーショ

ン戦略を担う担当者は、イベントの開催について「誰

に対する告知なのか。その精度が重要である」旨を語

りました。例えば大手不動産情報検索サイトで、工務

店の開催するイベント情報を見てみます。ずらりと並

ぶイベント開催の告知情報は一様に「完成見学会」や「住

宅相談会」などの趣旨であることに気づくのではない

補助額5万円）、ハイブリッド給湯機（同5万円）、家庭

用燃料電池（同15万円）が挙げられます。なお、同補

助事業は国土交通省が行なう「こどもエコすまい住宅

支援事業」や経産省と環境省が行なう「窓住宅の断熱

性能向上のための先進的設備導入促進事業

等補助」と、対象が重複しない範囲で併用

が可能です。※右記QRコードからウェブサ

イトにアクセスする。

ショールーム来場者減るが販売効率アップショールーム来場者減るが販売効率アップ
情報発信先を増やす取り組みが求められる情報発信先を増やす取り組みが求められる

半に」地域材を使うこととしており、その場合1戸あた

り20万円を限度に補助額を加算する形でした。しかし、

本年度では「全て」に地域材を使うこととし、加算額

は1戸あたり30万円を上限としています。

　木材は燃やせば二酸化炭素が発生します。しかし、

木材を住宅の資材として使い、建てた住宅に人が住み

続ければ、森林で吸収した二酸化炭素は固定化され続

けます。木を使う上では「伐って、使って、植える」

資源循環の視点が欠かせません。そのような木材が地

域で育てて使えれば、地域における経済循環にもつな

げられます。地域型住宅グリーン化事業はそのような

環境を整備するための事業でもあります。

地域型住宅グリーン化事業

地域における木造住宅の生産体制を強化し、環境負荷の低減を図るため、資材供給、設計、施工などの連携体制に

より、地域材を用いた省エネ性能等に優れた木造住宅（ZEH等）の整備等に対して支援を行うとともに、地域材の活用

促進の支援を強化する。

•地域型住宅の規格・仕様
•資材の供給・加工・利用
•積算、施工方法
•維持管理方法
•その他、グループの取組

共通ルールの設定

関連事業者の
連携体制の構築

建築士
事務所

建材流通
事業者

プレカット
事業者

中小
工務店

原木
供給者

製材
事業者

グループの構築
【補助対象、補助率、補助限度額】
・体制整備等に係る費用 定額等※ 1,000万円
※既存システム等の導入は補助率1/2

設備の高効率化

劣化対策

耐震性

維持管理・更新の容易性

外皮の
高断熱化

補助対象となる住宅のイメージ

①地域材加算：30万円
・柱・梁・桁・土台の全てに地域材を使用
※過半に地域材を使用する場合は20万円

②地域住文化加算：20万円
・地域の伝統的な建築技術を活用

【加算措置（戸あたり）】

140万円/戸 等
認定長期優良住宅

認定低炭素住宅

ZEH・Nearly ZEH

ZEH Oriented
125万円/戸 等

【補助対象、補助限度額】

③三世代同居/若者・子育て世帯加算：30万円
・玄関・キッチン・浴室又はトイレのいずれかを複数箇所設置
・40歳未満の世帯又は18歳未満の子を有する世帯
④バリアフリー加算：30万円
・バリアフリー対策を実施

＋

安定的な木材確保に向けた取組

地域型住宅の整備

情報共有プラットフォーム

原木供
給者

製材事
業者等

工務店
丸太 製材

情報

＜川上～川下の連携取組例＞

令和５年度当初予算：
住宅・建築物カーボンニュートラル総合推進事業（279.18億円）の内数拡充・見直し

下線部は令和５年度予算における拡充・見直し事項

脱炭素社会型公的賃貸住宅改修モデル事業

カーボンニュートラルの実現に向けて、公的主体の率先した取組を推進するため、公的賃貸住宅の既

存ストックについて、先導的な省エネ改修や再エネ設備導入を行う取組に対して支援を行う。

継続

■ 対象事業

○公的賃貸住宅（公営住宅、改良住宅等、UR賃貸住宅又は公社住宅）の既存ストックにおいて、ストック改善事業の実施と併せて、
省エネ改修や再エネ設備導入を行う先導的な取組に対して支援を行う。

○ 案件の採択にあたっては、学識経験者等からなる審査委員会により、有効性や新規性・汎用性の観点から評価を行うものとする。

■ 事業主体

○ 地方公共団体（公営住宅・改良住宅）

○ 都市再生機構（UR賃貸住宅）

○ 地方住宅供給公社（公社住宅）

■ 補助対象

省エネ改修・再生可能エネルギー設備工事費（調査設計費を含む。）、

省エネ等効果検証費

■ 補助率

○ 公営住宅、改良住宅等 ：国２／３、地方１／３

○ ＵＲ賃貸住宅 ：国２／３、ＵＲ１／３

○ 公社住宅 ：国１／３、地方１／３、公社１／３

■ 限度額

併せて実施するストック改善事業の事業費を超えない額とする。

■ その他

工事実施後、概ね２０年以上管理する予定であること。

■ 事業期間 令和４年度～令和８年度（５年間）

＋

ストック改善事業
（公営住宅等ストック総合改善事業等）

補助率：国１／２（地方１／２）

地域の創意工夫を活かした

省エネ再エネ改修の取り組み
（脱炭素社会型公的賃貸住宅改修モデル事業）

補助率：国２／３（地方１／３）等

令和５年度当初予算：
公営住宅整備費等補助（17億円）の内数

16
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 　2023年
1月着工

季節調整済年率換算値89.３万戸
分譲戸建３カ月連続減、 その他の地域５カ月連続減

令和 5 年 1 月 新設住宅着工統計（▲は減少、無印は増加）
戸数 前月比 (%) 前年同月比 (%)

新設住宅合計 63,604 ▲ 5.4 6.6

利用関係別

持家 16,627 ▲ 15.9 ▲ 8.3
貸家 24,041 ▲ 10.4 4.2
給与 238 ▲ 45.4 ▲ 26.3
分譲 22,698 12.4 25.0

地域別

首都圏 24,703 4.8 9.9
中部圏 7,176 ▲ 9.7 7.7
近畿圏 11,245 2.4 28.8

その他の地域 20,480 ▲ 17.2 ▲ 6.2

構造別・
建て方別

木  造 32,509 ▲ 13.0 ▲ 3.6
一戸建 24,968 ▲ 14.9 ▲ 6.8

非 木 造 31,095 4.1 19.7
共同住宅 27,582 7.3 23.6

工法別

軸組木造 25,690 ▲ 12.7 ▲ 5.9
在来非木造 24,452 7.7 33.0
プレハブ 7,325 ▲ 8.5 ▲ 10.0

2 × 4 6,137 ▲ 13.8 4.8

　国土交通省が令和5年2月28日に公表した本年1月の

新設住宅着工戸数は、6万3604戸だった。前年同月比

は6.6%増で、4カ月ぶりの増加となった。季節調整済

年率換算値は89万2764戸（前月比5.5%増）で、2カ月

連続の増加だった。利用関係別では、持家は1万6627

戸、前年同月比は8.3%減で14カ月連続の減少。この内、

民間資金によるものは1万5148戸、同比は8.2%減で13

カ月連続の減少だった。公的資金によるものは1479戸、

同比は8.9%減で15カ月連続の減少となった。

　貸家は2万4041戸、同比は4.2%増で23カ月連続の増

加。この内、民間資金による貸家は2万2625戸、同比

は4.8%増で7カ月連続の増加だった。公的資金による

貸家は同比が5.8%減で4カ月ぶりの減少となった。分

譲住宅は2万2698戸。この内、マンションは1万1990戸、

同比は69.6%増で2カ月連続の増加だった。一戸建は1

万576戸、同比は3.9%減で3カ月連続の減少となった。

　地域別では、近畿圏の前年同月比は2カ月連続の増

加、首都圏と中部圏の同比は先月の減少から再びの増

加。一方、その他の地域の同比は5カ月連続の減少と

なった。構造別では、木造が3万2509戸、前年同月比

は3.6%減で10カ月連続の減少。工法別では、軸組木造

（在来工法）が2万5690戸、同比は5.9%減で11カ月連続

の減少となった。

でしょうか。「どれも一緒に見えてしまう。差別化が必

要だ」と同社担当者は話します。一例として「電気代

の高騰という困りごとに対応するイベントなどはどう

か」というアイデアも伝えて下さいました。これなら

ば電気代の上昇に困っている多くの住まい手に対して

興味を持たれやすい企画が実現できるかもしれません。

　工務店が開催するイベントなどが住まい手の困りご

とを解決したり、興味関心を惹いたりする一助となれ

ば、新築やリフォームの案件獲得にもつながります。

新型コロナの5類引き下げを5月に控え、コロナ禍前の

世界に戻ろうとする昨今、住宅業界でも幸先の良い“再

スタート”が切れるよう期待が寄せられています。


